
平成１８年１１月２７日（月）

平成１８年度中間決算

―  説明用資料 ―



１．契約の状況

　（１） 年換算保険料

① 新契約年換算保険料
（単位：億円、％）

個人保険

個人年金保険

うち銀行窓販

合　　計

（注）１． 年換算保険料とは、１回あたりの保険料について保険料の支払方法に応じた係数を乗じ、１年あたりの
保険料に換算した金額です（一時払契約等は、保険料を保険期間で除した金額）。

２． 「医療保障・生前給付保障等」については、医療保障給付（入院給付、手術給付等）、生前給付保障給
付（特定疾病給付、介護給付等）、保険料払込免除給付（障害を事由とするものは除く。特定疾病罹患
、介護等を事由とするものを含む）等に該当する部分の年換算保険料を計上しています。

３． 新契約には、転換による純増加を含んでいます。

② 保有契約年換算保険料
（単位：億円、％）

個人保険

個人年金保険

合　　計

（注）１． 年換算保険料とは、１回あたりの保険料について保険料の支払方法に応じた係数を乗じ、１年あたりの
保険料に換算した金額です（一時払契約等は、保険料を保険期間で除した金額）。

２． 「医療保障・生前給付保障等」については、医療保障給付（入院給付、手術給付等）、生前給付保障給
付（特定疾病給付、介護給付等）、保険料払込免除給付（障害を事由とするものは除く。特定疾病罹患
、介護等を事由とするものを含む）等に該当する部分の年換算保険料を計上しています。

　（２） 新契約高、解約・失効高（率）、保有契約高

① 新契約高と解約・失効高（率）〔個人保険＋個人年金保険〕
（単位：億円、％）

新契約高

解約・失効高

解約・失効率

（注）１． 新契約高は、新契約＋転換純増の数値を表示しています。
２． 解約・失効の数値は失効後復活契約を失効と相殺せずに算出しています。

② 保有契約高
（単位：億円、％）

個人保険

（注）１． 個人年金保険については、年金支払開始前契約の年金支払開始時における年金原資と年金支払開始後契
約の責任準備金を合計したものです。

２． 団体年金保険については、責任準備金の金額です。

【保有契約年換算保険料】
○個人保険および個人年金保険の合計では前年度
　末比１．６％減少の６，７４６億円と、ほぼ前
　年度末並みの水準となっている。

【新契約高、保有契約高】
○医療保障・生前給付保障商品へのシフトに伴い
　１件あたりの保険金額が小さい商品が増加した
　こと等により、死亡保障ベースの新契約高は、
　前年同期比３７．３％減少の６，５８０億円、
　保有契約高（個人保険＋個人年金保険）につい
　ては前年度末比４．３％減少の４５兆８７７億
　円と、減少傾向が続いている。

【解約・失効】
○解約・失効高については、経済環境の好転によ
　る影響のほか、当社独自のカスタマー・サービ
　ス室によるアフターサービスの充実や、コミュ
　ニケーションセンターによる電話を用いた定期
　的なアクセス等に努めた結果、前年同期比
　１４．７％減少の１兆５，７８３億円と引き続
　き改善している。
○解約・失効率についても前年同期から０．２７
　ポイント改善の３．３６％となった。
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【新契約年換算保険料】
○医療保障・生前給付保障等の第三分野が前年同
　期比４１．０％増加の７２億円と好調だったこ
　とから、個人保険は前年同期比１．５％増加の
　１６６億円となった。
○個人年金保険において、昨年大幅に実績を伸ば
　した銀行窓販が減少し、前年同期比５８．８％
　減少の５９億円となった。
○個人保険と個人年金保険の合計では、前年同期
　比２６．９％減少の２２６億円となった。
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２．損益の状況
（単位：億円、％）

経常収益

うち保険料等収入

うち資産運用収益

うち利息および配当金等収入

うち有価証券売却益

うち為替差益

うち特別勘定資産運用益

経常費用

うち保険金等支払金

うち解約返戻金

うち責任準備金等繰入額

うち資産運用費用

うち有価証券売却損

うち金融派生商品費用

うち事業費

経常利益

特別利益

特別損失

うち減損損失

法人税および住民税

法人税等調整額

中間純利益（▲は中間純損失）

前期繰越利益

（注） 保険業法施行規則別紙様式の改正に伴い、平成１８年度中間期より損益計算書の末尾を「中間純利益」と
しています。

【資産運用収益】
○以下により、前年同期比７．２％減少（１０７
　億円減少）の１，３９１億円となった。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔経常利益減少要因〕

　・利息および配当金等収入は前年同期比１．１
　　％増加（１０億円増加）の９１６億円。
　・有価証券売却益は前年同期比４３４．４％増
　　加（３４１億円増加）の４１９億円。
　・為替差益は前年同期比９４・３％減少
　（１４０億円減少）の８億円。
　・特別勘定資産運用益は前年同期比８７．２％
　　減少（３１３億円減少）の４５億円。

【保険金等支払金】
○昨年度は、厚生年金基金の代行返上等に伴う解
　約返戻金・その他返戻金が一時的に増加したこ
　ともあり、前年同期比１５．６％減少（６４９
　億円減少）の３，５２１億円。
　　　　　　　　　　　　　〔経常利益増加要因〕

【保険料等収入】
○銀行における変額個人年金保険の販売減少等に
　より、前年同期比１８．６％減少（９２５億円
　減少）の４，０５５億円。〔経常利益減少要因〕
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1
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財団法人三井生命厚生事業団助成資金取崩額

―

― ―

― ―

―

0

844

85

433

契約者配当準備金繰入額

▲ 19

▲ 762

中間未処分利益（▲は中間未処理損失） ▲ 327

32 65

591467

1,310

平成17年度

4,171

419

918

78

6,304

359

4,055

148

6,702

＋ 434.4

▲ 18.6

―

▲ 2.9

▲ 93.2

▲ 96.3

299

▲ 29.9
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▲ 649

3

568

中　間　期
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4,981

1,498 1,391

▲ 94.3

▲ 7.2

＋ 341

▲ 391

▲ 71.8

8 ▲ 140

▲ 15.6

【責任準備金等繰入額】
○銀行における変額個人年金保険の販売減少・特
　別勘定資産運用益の減少等の影響により、前年
　同期比７１．８％減少（５５４億円減少）の
　２１８億円。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔経常利益増加要因〕

【資産運用費用】
○有価証券売却損および金融派生商品費用の増加
　等により、前年同期比２６．４％増加（１２３
　億円増加）の５９１億円。〔経常利益減少要因〕

【経常利益】
○前年同期比８．７％増加（３４億円増加）して
　４３２億円。

【特別損失、中間純利益】
○昨年度は固定資産の減損処理等を実施したため
　特別損失が大きく膨らんだが、この中間期は
　４２億円にとどまった。
○中間純利益は、昨年同期より９４５億円増加し
　て１８３億円となった。
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３．資産・負債等の状況
（単位：億円、％）

（資産の部）

現金および預貯金

コールローン

買入金銭債権

金銭の信託

有価証券

貸付金

不動産および動産

有形固定資産

無形固定資産

代理店貸

再保険貸

その他資産

繰延税金資産

貸倒引当金

資産の部合計

（負債の部）

保険契約準備金

再保険借

その他負債

退職給付引当金

役員退職慰労引当金

価格変動準備金

繰延税金負債

負債の部合計

（資本の部）

資本金

資本剰余金

利益剰余金

株式等評価差額金

自己株式

資本の部合計

負債および資本の部合計

（純資産の部）

資本金

資本剰余金

利益剰余金

自己株式

株主資本合計

その他有価証券評価差額金

繰延ヘッジ損益

評価・換算差額等合計

純資産の部合計

負債および純資産の部合計

（注）１． 平成１８年度中間期より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」等の適用に伴い、従来
の「資本の部」は「純資産の部」として表示しています。なお、「純資産の部」については、改正後の
保険業法施行規則別紙様式に基づき表示しています。

２． 上記のほか、保険業法施行規則別紙様式の改正に伴い、表示方法を次のとおり変更しています。
①従来の「不動産および動産」は、「有形固定資産」として表示しています。
②従来の「その他資産」に含めていた「無形固定資産」は、「無形固定資産」として区分掲記していま
　す。

【総資産】
○第三者割当増資による資本金等の増加、変額個
　人年金保険の残高増加等に伴う特別勘定資産の
　増加、劣後ローンの返済による借入金の減少等
　の結果、前年度末比０．４％増加の
　８兆１，６９９億円となった。＋ 1.6 ＋ 29
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1,826

▲ 90

1,178

872

873 ―875

― ―

2,950

81,407

115 ―347

▲ 1

▲ 17.2

▲ 752

＋ 0.1 ＋ 14
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―
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―
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―

―

―

5
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―
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―
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―
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―
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―
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―
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―
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４．一般勘定資産の構成、有価証券および不動産の含み損益

　(１) 資産の構成（一般勘定）
（単位：億円、％）

現預金・ｺｰﾙﾛｰﾝ

買入金銭債権

金銭の信託       

有価証券       

公社債      

株式      

外国証券

公社債

株式等

その他の証券

貸付金       

不動産       

繰延税金資産       

その他

貸倒引当金

合計

（注）１． 「不動産」については、土地・建物・建設仮勘定を合計した金額を計上しています。
２． 上記資産には、現金担保付債券貸借取引に伴う受入担保金を含みます。同担保金は「債券貸借取引受入

担保金」として負債計上しています。(平成１７年度中間期末:１，１１７億円、平成１７年度末：
３，０９５億円、平成１８年度中間期末：２，２７２億円）

３． 現金担保付債券貸借取引に伴う受入担保金の増減額は以下のとおりです。（平成１７年度中間期：
▲５７億円、平成１７年度：１，９２０億円、平成１８年度中間期：▲８２２億円）

　(２) 有価証券の含み損益
　　　　　〔有価証券の時価情報 （売買目的有価証券以外の有価証券のうち時価のあるもの：一般勘定）〕

（単位：億円）

満期保有目的の債券

責任準備金対応債券

子会社・関連会社株式

その他有価証券

公社債

株式

外国証券

その他の証券

買入金銭債権

譲渡性預金

合計

（注）１． 本表には、ＣＤ（譲渡性預金）等、証券取引法上の有価証券に準じた取扱いを行うことが適当と認めら
れるものを含んでいます。 

２． 外貨建その他有価証券の為替換算差額の一部等については損益計算書に計上しています。上表では、決
算処理後の差損益を適切に開示するため、同為替換算差額等（平成１７年度中間期末：２４４億円、平
成１７年度末：６２０億円、平成１８年度中間期末：６９０億円）を損益計算書に計上した後のベース
での差損益について記載しています。

３． 投資事業組合および外国投資事業組合は「時価のない有価証券の帳簿価額」に含めて開示しています。

　(３) 不動産の含み損益
（単位：億円、％）

時価

貸借対照表価額

差損益

（注） 上記は、国内の土地および借地権を対象としています。なお、再評価は実施していません。

【有価証券の含み損益】
○有価証券全体の含み益は、国内株式市場の下落
　を主因として、前年度末から２７３億円減少の
　２，５８４億円となった。

【不動産の含み損益】
○不動産（国内の土地および借地権を対象）の含
　み損は、前年度末から３０億円減少の６５０億
　円となった。

【一般勘定資産の運用状況】
○資産配分については、確定利付資産中心の運用
　方針を継続している。
○為替ヘッジコストの上昇や国内金利の上昇を受
　け、外国債券の一部を国内債券にシフトした。
○株式と債券のリスクバランスの観点から、国内
　株式を時価ベースで約１，０００億円削減。
○国内債券については、ＡＬＭの推進を目的に、
　満期保有目的債券、責任準備金対応債券へ一部
　組み入れた。

＋ 14

▲ 5

▲ 21

差損益

＋ 283

1,0501,050

 ▲ 0

▲ 0.1

100.0

14,824

44,664

（Ａ）

20,472

101

（Ａ）－（Ｂ）

▲ 4.5

前年度末比
増減額

＋ 22

＋ 30

▲ 7▲ 0.5

＋ 2,4576,428

63.0

平成17年度
中 間 期 末

20,709

2,470

45,119

前年度末比
増減率

▲ 52

1,567

▲ 650

893 ＋ 2.6

▲ 681

1,575

▲ 680

1,606

916

区    分

1.7

平成17年度
中間期末区 分

1,172

▲ 57

71,074 100.0

差損益

33 0.0

42,971 60.5

15,356 21.6

6,339 8.9

2,547

2,986

226

2,4923.6

31.0 20,695

19,128

4.0
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3,676

平成18年度中間期末

5.0

2

金　額 占率

2,193

平成17年度中間期末

163 0.2

0.0

3.1

平成17年度末

金　額 占率 金　額

0.0

占率

17,108

損益計算書計上

2

―

354

平成17年度末

14,725

平成18年度中間期末

20,575 ▲ 103

▲ 0.1

―

73,987

時価

46,620

2,035

＋ 2,857 42,079

▲ 47

8,347

28.0

23.1 15,755

7,153

61.5

101

―

1,301

25.9

45,531

20,897

3.3

28.2

9.7

＋ 2,875

― ―

73,992 100.0

1,017 1.4

▲ 199

▲ 0.1

差損益

▲ 125

42,535

―

―

354―

― ―

＋ 311

＋ 131

1,621

266

1,487

▲ 0

―

＋ 2,857

平成17年度末
平成18年度
中 間 期 末

＋ 1,844

2,206

1.8

―

後価額 （Ｂ）

13,253

5.2

11.3

0.3

2 0.0

＋ 689

▲ 0

▲ 1,194

▲ 1,352

＋ 134

＋ 2,584

▲ 4

15,204 21.4

5.5

26.9

3.1

22,047

17.9

3,8543,864

19,068

＋ 1,224

＋ 284

＋ 1,844

3,971

＋ 203

▲ 4 269

―

926

15.9

21.3

3.4

11,767

3,988

28.0

1,724

5.4

2.7

―

2.3 ▲ 310

▲ 1,088

0.5

―

＋ 121

▲ 2

―

―

＋ 2,584

＋ 1,769

＋ 134

＋ 98

―

平成18年度
中　間　期

資産の増減

▲ 1,486

－ 4 － 三井生命保険株式会社



５．基礎利益、ソルベンシー・マージン比率および実質純資産額

　(１) 基礎利益とその内訳（三利源）
（単位：億円、％）

基礎収益

保険料等収入（再掲）

資産運用収益　（注１）

その他経常収益

基礎費用

保険金等支払金（再掲）

責任準備金等繰入額　（注２）

資産運用費用　（注３）

事業費（再掲）

その他経常費用

基礎利益 ①

逆ざや額

危険差益

費差益

キャピタル損益 ②

臨時損益 ③

経常利益（再掲）

　(２) ソルベンシー・マージン比率
（単位：億円）

ソルベンシー･マージン総額　 （Ａ）

純資産の部合計

価格変動準備金

危険準備金

一般貸倒引当金

土地の含み損益×85%（ﾏｲﾅｽの場合100%）

負債性資本調達手段等

控除項目

その他

リスクの合計額 （Ｂ）

保険リスク相当額　 　 R1

予定利率リスク相当額　 R2

資産運用リスク相当額　 R3

経営管理リスク相当額　 R4

最低保証リスク相当額 R7

ソルベンシー･マージン比率

　　　（Ａ）　　　

（１／２）×（Ｂ）

（注）１． 上記は、保険業法施行規則第８６条、第８７条および平成８年大蔵省告示第５０号の規定に基づいて算
出しています。

２． 保険業法施行規則の改正により、平成１８年度中間期末からソルベンシー・マージン総額の算出基準が
一部変更されています（平成１７年度中間期末、平成１７年度末については、従来の基準による数値を
記載しています。
また、平成１７年度中間期末、平成１７年度末の「純資産の部合計」には「資本の部合計」の金額を表
示しています。

３． 「純資産の部合計」は、貸借対照表の「純資産の部合計」から、評価・換算差額等合計および社外流出
予定額を控除した額を記載しています。

４． 「最低保証リスク相当額」は、標準的方式を用いて算出しています。

　(３) 実質純資産額
（単位：億円）

実質純資産額

以  上

＋ 1,183

963 ▲ 23.9

平成18年度
中間期末

208

▲ 20.2 ▲ 1,185

▲ 15.6 ▲ 649

181 ▲ 561

＋ 36.1 ＋ 26

＋ 699

▲ 32.8 ▲ 59

＋ 8.7

前年度末比
増減額

＋ 1,029

前年度末比
増減額

7,924

4,055 ▲ 18.6

▲ 6.2 ▲ 13

28

▲ 681 ▲ 650

41

＋ 30

2,571

454

2,013

1,722

▲ 4641,689

―

74

＋ 137

450

1,370

444

2,129

1,584

47

1,272

467

180 195

856.6%744.3%

―

5,227 ▲ 19.2

▲ 63.9

＋ 35.3

平成17
年度末

2,010

―

2,153

8,623

34

前年同期比
増減率

前年同期比
増減額

▲ 925

＋ 37167

＋ 5

▲ 302

▲ 1,242

101

▲ 75.6

6,469

1,265

222

4,981

6,565

121

130

▲ 3.0

605 ▲ 0.6

平成17年度
中間期末

134

94

3,1931,764

106

5,881 4,696

4,171 3,521

742

項    目

74

平成17年度
中 間 期 末

平成17年度末
平成18年度
中 間 期 末

2,164

―

1,428

2,028

459

455

4,340 5,738

その他有価証券の評価差額×90%（ﾏｲﾅｽの場合100%）

1,285

70

158

647.4%

1,660

6,767

▲ 680

【ソルベンシー・マージン比率】
○この９月に財務基盤強化の一環として実行した
　１，０００億円の第三者割当増資等の効果によ
　り、ソルベンシー・マージン総額は前年度末か
　ら６９９億円増加の８，６２３億円となった。

＋ 102

▲ 10

○費差益は、保有契約の減少ならびに過去におい
　て継続的に予定事業費率を引き下げた契約のウ
　ェイトが徐々に高まっていること等から、前年
　同期比３２．８％減少（５９億円減少）の
　１２１億円となっている。

【基礎利益】
○基礎収益は、保険料等収入の減少等により前年
　同期比１９．２％減少（１，２４２億円減少）
　の５，２２７億円。
○基礎費用は、保険金等支払金や責任準備金等繰
　入額の減少等により、前年同期比２０．２％減
　少（１，１８５億円減少）の４，６９６億円。
○以上の結果、基礎利益は前年同期比９，７％減
　少（５６億円減少）の５３１億円となった。

585 568 ▲ 2.9 ▲ 17

307 323 ＋ 5.2 ＋ 16

588 531 ▲ 9.7 ▲ 56

▲ 195

①＋②＋③ 397 432

▲ 57

2,326

平成17年度
中　間　期

平成18年度
中　間　期

▲ 30 ▲ 40

181 121

▲ 201

▲ 160

608

【実質純資産額】
○第三者割当増資等により、前年度末から
　１，０２９億円増加して６，７６７億円となっ
　た。

○保有株式の売却に伴う資産運用リスクの減少等
　により、リスクの合計額は前年度末から１１５
　億円減少の２，０１３億円となった。

○以上の結果、ソルベンシー・マージン比率は前
　年度末から１１２．３ポイント上昇して、
　８５６．６％となっている。

＋ 112.3
ﾎﾟｲﾝﾄ

▲ 12

＋ 15

▲ 98

▲ 26

▲ 115

▲ 5

▲ 3

＋ 6

▲ 245

＋ 13

＋ 34

×１００

4
2

732
2

1 )( RRRRR ++++

（注）１．損益計算書上の資産運用収益から、キャピ
　　　　タル収益である「有価証券売却益」「為替差
　　　　益」等を控除した数値です。
　　　２．損益計算書上の責任準備金等繰入額から、
　　　　臨時費用である「危険準備金繰入額」を控除
　　　　した数値です。
　　　３．損益計算書上の資産運用費用から、キャピ
　　　　タル費用である「有価証券売却損」「金融派
　　　　生商品費用」等を控除した数値です。
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